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第1章 事業の要旨 

 

 １ 事業の目的 
 
近年、日本ではさまざまな自然災害が発生している。この10年間においては、平成23（2011年）

東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）、平成 28（2016）年の熊本地震、平成 30（2018）
年の７月豪雨（西日本豪雨）、北海道胆振東部地震、令和元（2019）年の台風 19 号などによ
り、日本各地で甚大な被害が生じている。災害への備えと災害時の対応は、全国の地域で重要な課題
となっている。 
なかでも、障害者は災害時において困難な状況に置かれることが想定される。平成 23（2011）年

の東日本大震災や、平成 30（2018）年の西日本豪雨において、多くの障害者が被害を受けたが、
自力での避難が困難で支援が必要な在宅の障害者が多く被害に遭っていた。災害時の避難等に支援
を要する障害児者の緊急時の備えは、自治体の取り組みとして重要となっている。 
この取り組みは、福祉サービスを利用していない障害児者も含めたものである必要がある。日本の障

害者の総数は、身体障害者は 436.0 万人、知的障害者は 108.2 万人、精神障害者は 392.4 
万人で936.6万人と推計される注１）。一方、障害福祉サービスを利用する障害者は約 112.2 万人
であり、障害者総数に占める割合は約１割である。障害者手帳を所持していても障害福祉サービス等
の支援を受けていない者は多いことが推察される。 
本研究は、障害のある潜在的要支援者を災害時に支援するための準備についての自治体の取り組

み状況を把握することを目的に、全国の自治体を対象としたアンケート調査やヒアリング調査を実施した。
また、その成果として、災害時に支援からこぼれ落ち、必要な支援を受けられない可能性がある障害のあ
る潜在的要支援者に対して、自治体の現状の取り組みについての調査結果を踏まえて、必要な支援の
手立てや参考となる事例を示すための手引きを作成した。 
 
 

 ２ 研究の方法 
 
本調査研究で行う調査（アンケート・ヒアリング）結果の分析及び手引き作成の検討を行うため、有

識者と事務局（国立のぞみの園）で構成する「研究検討委員会」を設置した。事業の進捗に合わせて
３回の委員会を開催し、意見交換を行った。研究検討委員は表１のとおりである。 
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≪脚注≫ 
注１ 厚生労働省 「障害福祉サービス、障害児給付費等の利用状況について」（2018）より 
注２ 厚生労働省 「障害者相談支援事業の実施状況等の調査結果」（2020）より 
 
≪文献≫ 
１）内閣府 「避難行動要支援者の避難行動支援に関する取組指針」，2013 
２）日本障害者リハビリテーション協会．障害者と防災施策に関する全国自治体調査，2017 
３）三田市障害者虐待に係る対応検証委員会 「検証報告書」, 2018 
４）村岡美幸, 岡田裕樹, 日詰正文, 谷口泰司, 服部森彦, 中島秀夫．重度障害者等の地域

生活における潜在的な要支援状況に対する市区町村担当者による現状把握の実際, 国立のぞ
みの園研究紀要第 12号, 64-90, 2019 

５）村岡美幸, 岡田裕樹, 日詰正文, 谷口泰司, 服部森彦, 中島秀夫．障害者の地域生活に
おける潜在的な要支援状況に対する現状把握に関する研究―市区町村と協議会等との連携に
よる現状把握の取り組み―, 国立のぞみの園研究紀要第 13号, 71-77, 2020 

６）日本相談支援専門員協会. 避難行動要支援者に対する個別計画作成における計画相談支援
事業者等の協力に関する調査・研究事業 「調査報告書」，2020 
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